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米国の軍民統合戦略と経済覇権の回復
藤　岡　　　惇
　「かつて銃砲が，欧州の覇権と文化とを作りだしたように，精密誘導兵器が，米国の覇権と文化を作
りだしつつある。かつて欧州が戦争と自己の覇権とを世界の海におし広げたように，米国は戦争と自己
の覇権を，天空へ，宇宙へと拡張しつつある 。…… いま進んでいる事態は，米国の時代の終焉ではなく ，
米国の時代の開幕を告げている。米国がいま手にしつつある戦争の様式は，…… 若々しく創造性に富む
軍事文化なのだ。…… こんごの戦争のありかたは，良かれ悪しかれ，米国によって決定されることにな
った。したがって人類の運命を左右する力も ，さしあたり米国が握ることになったのだ。」（Ｇｅｏｒｇｅ ＆
Ｍｅｒｅｄ１ｔｈ　Ｆｒｌｅｄｍａｎ，Ｔ１加ル脇６ げＷ分Ｐｏ伽躬乃６伽ｏＺｏ鮒伽３Ａ肋附伽ＷｏｒＺ６Ｄｏ舳舳舳舳
ヵん３　Ｔｚび６〃４ｙアゴ郷〃　Ｃ３〃¢〃（ｙ，１９９６，ｐ．４２０
．）
Ｉ． はじめに一コソボの示したこと
　本年４月米国は，ＮＡＴ０軍を率いてコソボ紛争に介入し，空爆を始めた。米軍宇宙司令部Ｕ
Ｓ　Ｓｐａｃｅ　Ｃｏｍｍａｎｄ（コロラト州ピタソン空軍基地に立地）のＧＰＳ（地上位置測定）衛星群２４基がフ
ル稼働し，空爆作戦を指揮 ・管制し，精密爆弾を標的に誘導した。戦争はまさにワンサイドゲー
ムとして進み，米国は，戦死者ゼロで，所期の目的を達成した 。
　１９９９年１０月３日，地上２２５キロの大気圏外において大陸間弾道ミサイルを迎撃ミサイルを用い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）て撃破することに，米国は初めて成功した 。
　そして同月 ，米国上院は，包括的核実験禁止条約の批准を拒否する一方，リウァモア研究所に
「核融合点火施設」（Ｎ．ｔ１．ｎ．１Ｉｇｍｔ１．ｎ　Ｆ。。１１１ｔｙ）を建設し，次世代の核爆弾一「純粋核融合爆弾」の
　　　　　　　　　２）開発に着手している 。
　軍事技術の観点からみるかぎり ，機関銃の威力でアフリカ大陸の原住民が征服されていった１９
世紀時代に，世界は逆戻りした観がある 。
　かつて “Ｃｏｍｍｇ　Ｗａｒ　ｗ１ｔｈ　Ｊａｐａｎ ’’ を書いて，日本を経済的に抑えつける必要を説いたジャー
ナリストのフリードマン夫妻は，１９９６年に『戦争の未来』という本を書いた。彼らが引き出した
結論は，「軍事技術から見ると ，２１世紀は，米国の支配する世紀となりそうだ」というものであ
る。 その根拠は，¢これからの戦争は，宇宙をべ一スにした精密（誘導）兵器を駆使する戦いと
なる，　宇宙の支配，精密兵器の開発の点で，米国は独走しており ，　こんごそのリードは一層
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）開くだろうというものである。この本の結論の一節を冒頭に掲げたので，お読みいただきたい 。
　彼らの主張をどう評価したらよいのか。彼らの言説と，最近のｒ米国の経済覇権の回復」とは
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どのような関係にあるのだろうか 。
　本稿では，次の問題を取り扱う 。
（１）２０世紀はトータル ・ウォー（総力戦）の世紀といわれるが，長期の軍拡と経済との関係をどう
　とらえたらよいか。とくに冷戦対抗のもとでアメリカ資本主義の民需部門の競争力が衰えてい
　ったのはなぜか 。
（２）クリントン政権のキー・ パーソンたちは，この事態をどう総括し，どのような新たな戦略（政
　策体系）をうちだしたのか。この新戦略の実行と米国のｒ経済的一人勝ち」との間にどのよう
　な関係があるのか 。
（３）新戦略の生命力は，どの程度のものか。２１世紀は，フリードマン夫妻の予言するように新たな
　ｒ米国一人勝ち」の世紀になるのだろうか
　ところで，アメリカ資本王義を現実に分析する段になると ，軍事と経済とを切り離し，実際上 ，
軍事や政治の動きを軽視する研究者が少なくない（その占では南克巳さんなとのお仕事は，貴重な例
　　　　４）外であった）。 ソ連が解体した９０年代になると ，「一路軍縮が進む」，あるいは「経済グローバル化
は平和をもたらすはず」といった「思い込み」から，このような「経済主義」的傾向は，いっ そ
う強くなった。しかし現実に進んだのは，逆の事態　　ｒ新自由王義にもとつくクローハリゼー
ションが進むと ，貧富の格差が拡大し，社会不安と紛争が生じ，軍事体制が強化される」という
事態であった。ＮＡＴＯの東方拡張と日米安保の再定義が，このことを物語っている。軍事ない
し政治と経済とを統合してとらえるという視点の重要性は，低まっ ていない。いま本稿は，この
ような視点にたつ 。
皿． 「東西冷戦」の軍拡は，なぜ経済衷退をもたらしたのか
　軍備拡張は，自動的に経済衰退をもたらすのではない。領土の切り取り御免が許されていた時
代には　　たとえは戦前期の日本のように，戦争のおかげで中国から賠償金を取り立てたり ，植
民地を拡張したり ，資源と市場の獲得に成功したことがあ った。このようなばあい，軍拡は資本
蓄積に貢献したといいうる 。
　それでは，冷戦期の軍拡は，なにゆえアメリカ経済の衰退をもたらすことになり ，一時であれ
ｒ冷戦の本当の勝者は日本だ」といった評価を生み出すことになっ たのか 。
　国連システムのもとでの「防衛的」戦い
　第１の理由は，冷戦が，米国にとっては国連システムのもとでのｒ防衛的」戦いであ ったこと
である。国連システムのもとでは，新規に領土を拡張したり ，賠償をとりたてることは困難とな
った。また兵士や従属国エリートに高額の報奨金を与えないと ，戦争に協力してくれない時代と
なった（冷戦を戦うための「フォード主義的妥協」）。 これに加えて冷戦には，アメリカの勢力圏を拡
張するというよりも ，東側のこれ以上の進出を阻止し，封じ込めるという「防衛的性格」が強か
った。したがって米国は，第２次大戦後も動員態勢を解除せず，５０年問も戦時体制を続けたのに ，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）戦前的な意味での経済的便益を刈り取ることは困難であった 。
　軍拡のコストの暴騰
　第２の理由は，経済的便益の乏しさと裏腹に，軍拡のために投入した資源が莫大な額に達した
ことである 。１９４６年以降に投入された資源総額は，９６年ドル価格で換算して，およそ１５ ．５兆ドル
に達した。６０億人の全人類の貧しいほうの半分が生み出す１年間の富の総量が，１兆ドルといわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）れるので，３０億人の人々が１６年間かけて生み出した富に匹敵する資源を投入してきたことになる 。
　軍拡の中軸に核戦力を置いたことが，軍拡コストの暴騰に拍車をかけた。核戦争を闘っても ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）勝利できる態勢をつくる　　 これが，冷戦期米国（とくにタカ派政権）の戦略の中心となった。そ
の結果，１５５兆ドルにのぼる軍事費の相当部分は，核兵器部門に投入された。フルソ キングス研
究所のチームが行った「核の会計監査」の研究によると ，９６年トルに換算して，戦後から９６年の
間の核軍拡に控えめに見て５兆４５５５億ドルの資源を費やしたというから（担当兵士の給与 ・維持管
理費を含む），戦後の軍事費総額の３５％が，この分野に投入されたことになる 。
　量産のおかげでたしかに核爆弾のコストは安くなった（７万発あまりの核爆弾づくりに３８３８億ドル
かけたのだから，１発あたりの単価は，５４０万ドルとなる）。 しかし，この問に，核爆弾の付属品の価
格のほうは暴騰した。内訳をみると核爆弾の運搬手段（爆撃機　ミサイルなと）の生産と運用に２
兆８５５５億ドル，運搬手段の発射基地（原子力潜水艦 ・ミサイルサイロなど）に３８５５億ドル，核爆弾を
目標に着弾させるための誘導 ・通信 ・管制 ・防衡のシステム（宇宙衛星，コンピュータ ，情報通信網
など）に１兆７６８３億ドルかかった。核爆弾の製造コストの１０倍以上の資金が付属品の生産と維持
　　　　　　　　　　　　　８）の方に向けられたわけである 。
　なぜ付属品の値段がこれほど暴騰したのか。　般に兵器には，苛酷な戦闘環境でもワークでき
るように，民需製品とは異なる「軍事仕様」（ミル　スペソク）が要求されるし，そのために製品
価格は割高となる傾向がある。ところで核戦争下の世界は，広島 ・長崎の被爆者たちが目撃した
ように，私たちが生活する日常の世界とは極めて異質なエキソチソクな世界とならさるをえない 。
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このような世界のもとでもワークするシステムを作らないことには，核戦争に勝利できない。そ
のために，付属品には，いっ そう特殊な，いわば「核戦争仕様」が求られるようになった。この
ような特殊兵器を「芸術作品」のようなやり方で作らねばならなくなった。宇宙衛星の製造現場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）は， 職人芸の通用する中世の工房のようなものとなり ，当然，コストは暴騰した 。
　８０年代における軍民分離の壁の成長
　１９８０年代にはいると ，米ソの核軍拡は，宇宙を舞台に展開されるようなった。レーガン政権は ，
宇宙を舞台にする全面核戦争を戦い，その最終的勝利をめざすという戦略を掲げ，ソ連を宇宙軍
拡の道に引きずり込もうとした。その結果，米国の宇宙産業は，軍需部門に主導されて大きく成
　　　　　　　　　　　　　　　　！０）長し，他国を圧倒する地位を獲得した 。
　」般に核戦略のおかげで，軍需産業と民需産業の間を分かつ壁が，高くて頑丈なものになって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ 　ｌ）いく傾向があ った。たとえば７０年代までの宇宙衡星の世界では，まだ軍民両用的性格が強かった 。
しかし大気圏外で核爆弾を爆発させたばあい，猛烈な電磁パルスと放射線が真空中を伝り ，衡星
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）システムや通信管制システムを広範囲にマヒさせてしまうことが分かってきた。そこで８０年代初
頭に，核戦争下でも「生き残れる」ような特別な性能と仕様を軍事街星に求める決定を統合参謀
本部が行った。こうして８０年代には莫大な資金が投入され，核やレーザー兵器の攻撃にも耐えら
れるように街星本体の堅固化が進められた。ミルスター通信街星システム，ナビスター誘導衛星
　　　　　　　　　　　　　１３）システムなどが，代表例である。それとともに，情報通信網やコンピュータ ，半導体などにも核
戦争「仕様」が求められるようになった 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４ｊ　こうして１９８０年代にはいると ，軍需産業と民需産業とを分かつｒ分離の壁」は，いっ そう頑丈
となり ，天空に及ぶようになった。「分離の壁」はアメリカ経済の成長部門たる宇宙産業や電
子・ 通信産業をも ，捉えるようになった。次ぺ一ジの図 一２は，１９９２年時点の軍需産業を元請け ，
下請け，孫請けに分けたうえで，どのような軍需財の生産に民需財との共通性が高いのか。どの
ような軍需財の生産には，分離度が高いのかを模式図にして示したものである。それによると ，
¢兵器の部品や素材を受注する下請け，孫請けになるほと ，共通性が高く ，完成品を組み立てる
元請け企業には分離度が高いこと ，　兵器種類でいうと ，核兵器関連がもっとも民需の世界と隔
絶した地点にいるが，宇宙衛星や電子機器産業にも ，その産業のただ中に軍需部門と民需部門と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）を分つ分離の壁が形成されつつあることが分かる 。
　その結果，軍事費に莫大な資金を投入しても ，民需経済，商業部門には好い影響を及ぽさない
という構造が生まれて来た。軍需部門は，いわばブラックホールと化し，猛烈な勢いで資源を吸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）収するが，民需部門には何も返さないという体質になっていったのである 。軍事安保に力を入れ
れば入れるだけ，経済安保の方が損なわれる，このままでは日本企業に負かされるという悲鳴が ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）民需分野のエレクトロニクス産業首脳から噴き上がってきた 。
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皿． 軍事安保と経済安保を両立させる諸政策の推進
　　一「ポスト冷戦」の勝者に，なぜ米国がなりつつあるのか（１）
　この問題に対処するために，クリントン政権は，３人のイテオローグを登用した。民需ハイテ
ク産業の懸念を代弁してきたバークレーのグループからは，ローラ ・タイソンを登用し，経済安
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）全保障に重点をおいた政策づくりを推進させた 。
　核戦略との関連で軍民分離の壁が築かれ，今や軍需産業のほうが，孤立したｒゲ ットー地帯」
となり ，経済競争力を蝕む原因となっていると指摘した報告書を，１９９２年にハーハード大学グル
　　　　　　　　１９）一プが公にしていた。このハーバード ・グループからアシュトン ・カーターを国防次官補に起用
し， レス ・アスピン長官のもとで核戦略の抜本見直しに取り組ませた 。
　しかし何といっても ，軍需産業の改革に中心的役割を果たしてきたのが，９７年１１月から調達 ・
技術担当の国防次官を務めているジャック ・ガンスラーである。彼は，８０年代の早い時期から ，
ｒゲ ソトー」と化した軍需産業基盤の衰弱を懸念し，軍民分離の壁を打ち壊すことで軍需産業の
体質改善をはかろうと提言してきた改革派であった。彼は，シリコンバレーのベンチャー産業界
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）のリーダーであったＷ．ペリー長官のもとで，改革案を実行に移すことになる 。
　以下，具体的な政策体系を見ていこう 。
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　「封じ込め」戦略から「拡張」のグローバリゼーシ ョン戦略ヘ
　クリントン政権がとった第１の政策は，「封じ込め」といった防衛的戦略を転換し，「グローバ
リゼーション」という野心的で攻勢的な戦略を採用したことである。今や地球上のあらゆる地域
に， 「アメリカン ・システム」（市場原理主義のルール，アメリカ系企業の利潤源泉）を「拡張」する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）ことが国家目的となり ，その目的に奉仕するという新たな使命をペンタゴンは手にいれた。こう
して軍事力によっ て経済的便益を刈り取ることができる展望が生まれ，軍拡が経済衰退をもたら
してきた米ソ冷戦期の条件の１つが，取り除かれた 。
　軍民分離の壁を下ける改革
　第２に，ソ連の解体によって，当面のところ，宇宙における全面核戦争を闘うという事態を想
定しなくてもよくなった。当面の「敵」は，北朝鮮 ・イラク ・リビアといった「ならず者国家」
やテロリスト集団となった。したがって，軍民分離の壁をある程度，下げても ，彼らを十分抑え
つけられるという戦略判断が生まれてきた。こうして，軍拡が経済衰退をもたらしてきたもう一
つの条件　　軍民分離の壁を低めるための改革が始まった。すなわち
¢　軍事ハイテク資源を経済安保のために開放する
　「宇宙での核戦争」仕様が，ある程度解除され，先端軍事技術の商業世界への開放が進んでき
た。 たとえばロシアは，８９年から解像度５メートルという観測衛星の画像データの販売を始めた 。
これに対抗して，９３年暮れに米国議会は，解像度１メートルのデータの商業販売を認めた。米国
の最先端の偵察衛星の解像度は５ －８センチといわれるが，今日では，解像度８０センチまでの画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）像写真は国家の安全保障に抵触しないという条件をつけて解禁した 。
　商業用の映像通信衛星の打ち上げ数は，急激に増大している。宇宙産業のなかの商業部門の世
界市場は，１９９４年の５０億ドル（宇宙産業中の１０．９％）から９８年の１５０億ドル（全体の２７．８％）に飛躍
し， ２００２年には４６０億ドル（全体の５４．８％）へと急増すると予想されているが，米国は，この分野
　　　　　　　　　　　　２３）に強力な地歩を占めつつある 。
　インターネ ットは，発足時の経緯から ，８０年代までは軍事 ・学術 ・教育に用途を限定した政府
系のネ ットワークであった。東側の崩壊にともない，１９９１年からインターネ ットヘの商業用プロ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）バイダの接続が開始された。これに伴い，情撤通信革命は，その第２段階に入っていく 。
　高度な暗号ソフト技術は，国防上の観点からこれまで商業用転用が規制されてきた分野であ っ
たが，米国商務省は，この分野のソフト技術の輸出を解禁する方針を９６年末に発表した。この技
術は，電子商取引（ＥＣ・ｍｍ・…）の普及のカキを握っているため，その普及を米国が王導するた
　　　　　　　２５）めの決断であった 。
　　軍民両用技術の振興
　第２に，情報通信革命の進行という時代背景のもとで，経済 ・軍事の両方の安全保障に役立つ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）軍民両用の技術分野を育成対象にする政策が追求された 。
たとえば９５会計年度のデータによると ，情報通信技術，先端素材などの両用技術分野に国防総省
の科学技術予算の１／４が優先的に投じられるようになり ，その成果は「知的所有権」でしっ か
　　　　　　　２７）りとガードされた 。
　　軍民統合型の軍需産業基盤の構築
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７５）
　１７６　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第５号）
　情報通信革命の進行のもとで世界的な市場競争で鍛えれらた民需メーカーのほうが，軍需専業
企業よりも ，良質で安価な製品を作れるという事態が広がってきた。とくに兵器の素材や部品 ，
サブシステムといった分野では，このような事態が目立った。ガンスラーたちの改革派は，この
ような民需企業を軍需取引の世界に引き入れ，軍需産業基盤を活性化しようとした。軍需調達制
度を改め，可能な限り ，民需仕様の製品を民需企業から購入すること　　これが，軍民分離の壁
を除き ，軍需産業を軍民統合型に変えるカギとされた。ｒスーパーの棚から既製品を買 ってくる」
　　　　　　　　　　　　　２８）（。ｆｆ－ｔｈ
。。ｈ．１ｆ）政策と呼ばれる 。
　その結果，宇宙衛星の分野なとでは，軍民両用タイプが多くなり ，価格低下をもたらすなどの
成果を生んでいるが，ｒ武士に包丁で闘えというのか」という一部の制服組や軍需専業の主契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）（元請け）メーカーの激しい反発も買 っている 。
　軍事ハイテク革命による軍事力優位の確立
　空軍付属から陸海空の３軍を統合する司令部に格上げされた宇宙司令部は，昨年，『２０２０年の
宇宙司令部構想』という報告書を公にした。同報告書に序文を寄せたホーウェル ・エステス司令
官は，こう書いている。ｒ宇宙司令部の使命とは，米国の利益と投資を守るために，宇宙をべ一
スにした軍事作戦で敵を圧倒することである」。「米国が世界通商の保護者の役割を果たすため
に」ｒ紛争の全局面をとおして，宇宙に配備した戦力を米国の戦争能カの一環に組み込んでい
く」と 。エステス将軍の前任者のジョセフ ・アシィ司令官も宇宙産業専門紙の取材に答えて，こ
う語っている。宇宙司令部は，２つの任務を追求する。第１に，米国による宇宙空間の単独支配
である。冷戦期のように，宇宙空間に敵（ソ連）が進出してくるような事態を２度と許さない 。
第２に，宇宙からの地球の支配である。宇宙から反米勢力の活動を監視し，紛争を制圧していく 。
「船舶，航空機，施設といった地上の標的を宇宙から攻撃する日が来るでしょう 。宇宙の標的に
たいして宇宙から戦うようにもなるでしょう 。…… これは政治的には微妙な問題なのですが，現
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）実はこのような方向に向かっているのです。」
　報告書の表紙を飾っているのは，レーザー兵器を搭載した衡星である。このような兵器が配備
　　　３１）
されたら，反米的と判定された政治家は安心して外出できなくなるであろう 。
　軍民両用型の「情報の傘」戦略の展開
　東側の脅威にたいして，米国だけが「核の傘」を提供する能力をもつ　　これが，冷戦期に同
盟諸国を米国の軍事的リーターシヅ プのもとに束ねていた原理であ った。ソ連という脅威の消失 ，
宇宙空間の単独支配といった新たな情勢を前にして，米国はどのように同盟諸国をリードし，束
ねていけばよいか。国防総省で国際問題担当次官補を務めたジョセフ ・ナイたちが，この問題に
取り組んだ。東アジアヘの米軍１０万人駐留計画を策定したあのナイである。「核の傘」から「情
　　　　　　　　　　　　　　　３２）報の傘」へと戦略の重点を移行せよ ，というのが，その答えであった 。
　　　　　　　　　　　　　３３）　以下，ナイらの発表した論文にもとづいて，新戦略のアウトラインを説明してみよう 。
　現在，同盟諸国が直面している「脅威」とは何か。今何が起こっているか，その脅威の種類や
レベルをあいまいにしか把握できないことである。雑多な一次情報（インフォメーション）から
「あいまいさ」や「ノイズ」を取り除き ，正確で戦略的に評価 ・整理された情報（インテリジェン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７６）
　　　　　　　　　　　　　米国の軍民統合戦略と経済覇権の回復（藤岡）　　　　　　　　　　　　 １７７
　　　　　　　　　３４）ス）に変換する能力を彼らはもっていない。宇宙からのＩＳＲ（情報収集 ・監視 ・偵察）システムの
おかげで・米国だけが・インテリジェンスとしての情報を提供する能力をもっているし，その能
力は加速度的に高まっ ている・この種の情報を提供する能力のことをｒ情報の傘」と呼ぼう 。米
国のなすべきことは，「情報の傘」をいっ そう強化し，同盟諸国が，その庇護を求めて参集して
くる情勢をつくることだという 。
　第２に，現在，デジタル化，ＩＳＲ（情報収集 ・監視 ・偵察）システム ，Ｃ４Ｉ（戦闘における指揮 ．管
制’ 管理 ・通信 ・コンピュータ処理）システム，ＧＰＳ（位置測定）と精密誘導の各システムで急速な
技術進歩が進んでいる。宇宙支配とインターネ ット革命のおかげで，米国だけが，これらのシス
テムを統合し，「システムのシステム」「オペレーションズ ・システム」を作り出す能力をもって
いる。この分野における米国のリードは，こんご広がる一方であろう 。先のコソボヘのＮＡＴＯ
軍の介入が示したように，同盟国はｒシステム ・インテグレイダー」としての米国の主導権をう
けいれざるをえない 。
　第３に・「健全な市場民主王義」ｒ豊かな生活様式」といった米国のｒ国家としての魅力」の問
題である・米国の「情報の傘」のもとに統合されたいと同盟国の民衆に思わせるだけの文化的な
「ソフトパワー」を米国はこんごも維持していく必要がある
。
　「情報の傘」の実体は，冷戦期から国家安全保障庁（ＮＳＡ）が，世界に張り巡らしてきた「大
きな耳」　　 スパイ衡星群と衛星からの情報を中継 ・解析するスパイ通信施設群であ署二
　「情報の傘」には，ナイたちが言及しなかったもう一つの効用がある。米国の経済覇権の回復
に役立っているという面である。というのは「情報の傘」の構築作業のなかで，米国の民需ない
し両用目的の情報通信産業の体力は強化されたからである 。
　また注目すべきは，米国内で経済安全保障の懸念が高まるにつれて，この「情報の傘」自体 ，
軍民両用目的で運用されるようになっ てきたことである。たとえば「情報の傘」は，日本の政
府・ 企業を諜報の対象にすることで，経済摩擦を米国優位の形で解決するうえで，大きな役割を
はたしてきた。ソ連解体後に，これらスパイ通信施設が，米国と「特別な関係」にある英国 ・オ
ーストラリアなどに集約され，逆に拡張されつつある。その典型例として，英国のヨークシャの
メンウイス ・ヒル通信基地がある 。１９６０年に開設されたこの基地は，２７基のレーター・ アンテナ
ドームを擁し，スパイ衛星が集めたソ連圏の情報を中継 ・傍受し，解析してきた。ソ連解体後は
軍民両用目的に転換し・電話 ・電子メイルの傍受 ・盗聴をとおして，欧州の同盟諸国の軍事 ・経
済・ ビジネス情報の収集に力を入れ始めた。基地要員は増強され，１０００人以上の米国人が駐屯し
ている・この基地が収集した情報が米国企業に流れ，欧州企業を打ち負かす武器となっていると
いう内容のレポートを欧州議会が９９年４月に公表し，欧州世論に衝撃を与え岩二
ｗ　ネ ソト革命　テジタル経済，電子取引の急成長の意味
一「ポスト冷戦」の勝者に，なぜ米国がなりつつあるのか（２）
　いわゆるデジタル（情報通信）革命の第１波は，１９８２年のパソコンの登場である。パソコンは ，
製造業分野での労働の節約と合理化に大きな役割をはたした。９０年代におけるインターネ ットの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７７）
　１７８　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第５号）
爆発的普及とともに，テジタル革命は，Ｅ－Ｃｏｍｍｅｒｃｅ（電子商取引）の段階，流通分野においても
労働の節約と合理化が展開されるという第２の段階に到達した。じっさい商業取引をデジタル化
すれば，店舗展開のコスト ，調達と在庫のコストを大幅に節減でき，企業の競争力を格段に強め
ることができる 。
　米国商務省の報告書によると ，第２段階への飛躍の画期は１９９５年であ った。電子商取引の総額
は， １９９８年には総額１０２０億ドルであったが，２００３年には１．４兆ドルに達するという勢いで，急拡
大している。まさに米国の一人勝ちという状況である。クリントン政権は，９７年に「電子取引の
世界化構想」を発表し，規格の統一 電子配送への関税の無税化を要求するなど，この分野を経
済覇権回復の重要な拠点にしようとしている 。
　デジタル革命は，情報技術財の生産部門（コンピュータ ・ハード，通信機器，ソフト ・サービス，通
信サービス産業）の急成長を生み出している 。商務省の調査によると１９９３－９４年のＧＤＰの増加分
の２０％が，この部門の成長によってもたらされたという 。ところがこの作用には，９５年以降拍車
がかかった。すなわち，９５－９８年のＧＤＰの増加分の３５％は，この部門の成長がもたらしたとい
う。 関連して，製造業の情報技術設備への投資額もまた，１９９３年の１４２０億ドルから９８年の２３３０億
ドルに増加した。生産者の耐久設備投資総額中の情報技術設備の割合も ，１９９３－９４年は３４％程度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
であったが，９５－ｇ８年には５９％へと ，この間に２５％も上昇している ・
　以上の総結果として，米国の軍事的，経済的一人勝ちが進んだ。そしてバブルの側面を大いに
はらみつつも ，次の図一３が示すように，１９９５年頃を転機にして，情報技術関連投資を軸にした
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）設備投資主導型の成長が，本格化することになる 。
　　　　　　　　　　　図 一３急拡大する情報技術関連投資の設備投資シェア
　　　　　　　　　（％）
　　　　　　　　５０
４０
インターネ ットの
商業利用開始
　　　　＼
３０
２０
パソコンの登場
　　　　＼
１０
０
　　　　　１９６０　６４　　６８　　７２　　７６　　８０　　８４　　８８　　９２　　９６（年）
　　　　　　６２　　　６６　　　７０　　　７４　　　７８　　　８２　　　８６　　　９０　　　９４
（注）惰報処理機器（事務 ・計算 ・会計機械，通信機器，計測器，コピー機）が民問設備投資に
　　占める割合（実質値）
（出所）Ｕ　Ｓ　Ｄｅｐａ血ｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｅｒｃｅ，Ｅｃｏｎｏｍｃｓ　ａｎｄ　Ｓｔａｔ１ｓｔｌｃｓ　Ａｄｍｍ１ｓ位ａｔｌｏｎ 推定値は
　　ＢＥＡとセンサスのデータに基づく
Ｖ． 展　　望
それでは，宇宙からの軍民両用型「情報の傘」戦略の「生命力」の限界はどこにあるのだろう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７８）
米国の軍民統合戦略と経済覇権の回復（藤岡） １７９
か。
　軍事解決優先主義の有効性
　今日のような条件下で，国連をさしおいて軍事解決優先主義をとることの正統性が，問われ続
けられることであろう 。コソボに原子力発電所がなかったことは幸いであった。もし日本海周辺
地域で紛争の軍事解決が強行されたならば，仮に核兵器の応酬がなくても ，第２ ・第３のチ ェル
ノブイリが生じる危険が高い。ｒ核の時代」の軍事解決優先主義は，耐えがたいリスクを人間社
会におしつけざるをえない宿命をもつ 。
　軍民分離の壁か再び成長してくる可能性
　９９年７月９日，「国防総省宇宙政策」をクリントン大統領が承認し，発効した。それによると
商業用 ・軍事用を問わず，米国の宇宙物体の自由な活動を妨げる行為は，米国にたいする戦争行
為だとみなすこと ，軍事要員を宇宙に派遣して戦争行為をさせたり ，商業衛星 ・宇宙船を，宇宙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）の軍事行動に動員する可能性を承認した。軍事優先の宇宙政策の方向が，明確になってきた。国
防予算の中に占める宇宙の軍事利用にかかわる支出額が，急速に伸びており ，軍需産業の命綱と
なっている 。
　ＮＡＴＯの東方拡張，日米安保の再定義に現れた米国の「拡張」戦略の「脅威」にたいして ，
ロシアー中国 一インドの軍事的連携関係が強まっている。事態がさらに発展すると ，「冷戦パー
ト２」が再開される恐れがある。これを見越すかのように，宇宙街星なとに再ぴ「核戦争仕様」
　　　　　　　　　　　４０）を求める声が高まっている。もしこの方向が現実になると ，軍民分離の壁が成長し，軍事部門が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）再ぴ「フラソクホール」化していくであろう 。宇宙の軍事利用が優先されると ，商業用開発は抑
制される結果を招こう 。
　経済クローハリセーションの副作用の表面化
　米国の宇宙支配と新自由主義政策にもとづくｒ上からのグローバリゼーション」が進むと ，資
本は自由に移動するが，大半の住民は移動できないため，力関係は多国籍資本の側に大きく傾く
ことは必然である。コミュニティと住民は，雇用を求めて人権 ・賃金 ・環境基準のｒ底辺への切
り下げ競争」に巻き込まれ，貧富の格差の拡大と環境荒廃に見舞われ，恐慌の因子と杜会不和の
　　　　　　　　　　４２）因子を蒔くことになろう 。そのため，大きな軍事国家と独裁政治を呼び出すこともあろう 。この
ような条件のもとで，電子商取引が普及するとすれば，大局的には，流通産業から大量の失業者
が排出されることは必至であり ，失業問題を激化させることになろう 。
　世界の大勢との関係
　最後に，このような戦略を続けたばあい，米国のｒ情報の傘」のもとに統合されてもよいと同
明国の民衆に思わせるだけのｒソフトパワー」（国家としての魅力）を米国は，いつまで維持でき
るのかという問題である。イラクやコソボヘの空爆事件に鮮やかに示されたように米国は，紛争
解決にかんする国連のルールを守らなくなったし，連邦議会上院は国連海洋法条約，包括的核実
験禁止条約の批准を阻止した。子供の権利条約は，国連で採択されて１０年になるが，この条約を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７９）
　１８０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（弗４８巻 ・第５号）
批准していないのは，部族問抗争で無政麻状態のソマリアを除けば米国だけである。戦争犯罪人
を裁く国際刑事裁判所の設立や生物多様性条約 ，， 地球温暖化防止の京都議定書の批准に消極的
なままである。また大量生産 ・大量消費 ・大量廃棄を原理とする米国型の開発モテルは，人口欄
密なアジア型社会におけるｒ持続可能な社会」の発展モデルとしての魅力を失いつつある 。
　フリードマン夫妻は，軍事的にみると２１世紀の１００年は「米国の世紀」となると述べた。他方 ，
サミュエル ・ハンチントンは，「孤独な超大国」の支配する現在のような時代は，１０年ないし２０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）年後には終焉し，完全なｒ多極時代」に移行すると予測している。アメリカ主導の支配体制が ，
もし現在のような形で続くならば，ハンチントンの予測のほうに，より大きなリアリティがある
ように私には思える 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注
１）すでに ，１９９７年１０月１７日に，米軍は，地上からの強力なレーザー光線を上空４００キロの軌道上にある
　米空軍の軍事衛星に照射し，光線による高熱で衡星の一部を破壊することに成功している 。『朝日新
　聞』９７年１０月２１日付け記事。米本土防衛システムの実現のための技術的な突破口が切り開かれたとい
　う観測がしきりである 。
２）「純粋核融合爆弾」とは，原爆を引き金にしないので，どこまでも小型化 ・軽量化でき ，放射能汚染
　も少ないタイプの核爆弾である。詳細は，Ｐａｕ１Ｃａ。。ｏ１１，Ｍ．Ｚ鮒Ｃｏ〃一亙。５ゴｏ〃。 伽ル〃ｏ舳Ｚな〃〃ｏ〃
　肋６〃似１９９８，Ｔｒ１ｖａ１ｌｅｙ　ＣＡＲＥｓを参照 。
３）Ｇｅｏｒｇｅ ＆Ｍｅｒｅｄｌｔｈ　Ｆｒ１ｅｄｍａｎ，丁加地吻〃 げＷ；〃戸ｏ閉４Ｔ３６加ｏＺｏ馴伽６Ａ刎舳６伽Ｗ；ｏ〃
　Ｄｏ伽舳舳舳 伽丁閉吻ア肌３¢Ｃ３〃〃似１９９６同趣旨の文献として ，Ｊａｍｅｓ　Ａｄａｍｓ，〃３ル〃
　Ｗ；ｏブ〃Ｗか 二Ｃｏ刎ク〃舳〃〃加Ｗ；３砂ｏ〃３伽４〃３ルｏ〃加３ゐＥ泌び伽加肥１９９８［ジェームズ ・ア
　ダムズ（伊佐木圭訳）『２１世紀の戦争』１９９９年，日本経済新聞社１も参照 。
４）ｒ冷戦帝国王義」という視角に立った南克巳さんの仕事（たとえぱｒアメリカ資本王義の歴史的段階」
　『土地制度史学』４７号，１９７０年）からは，なお学ぶべきことが多い。とくに「危機」の時代には，「政
　治」が重要な役割を果たすようになり ，「経済力」と「軍事力」とは，「帝国主義政治」のコントロー
　ルのもとに置かれるという視点の大切さである。ただし氏の行論には「資本主義の全般的危機」論に
　起因する一連の限界があった。とくに，¢「経済」の諸力は，国家指導層の思惑をこえた自己運動を
　行い，そこから矛盾が発生してくるというしくみの探求が弱い，＠モノづくり（経済）に視野を集中さ
　せるあまり ，消費 ・人づくり ・王体形成（社会）の視野が抜けおちることになり ，　そこから民王王
　義を拡充する方向での代替戦略の探求の可能性が抜けおちることになった。岩城博司さんの力作『現
　代世界体制と資本蓄積』１９８９年，東洋経済にも ，同様の強みと限界を感じる 。
５）これについては，藤岡惇「米国における冷戦経済の形成」『立命館経済学』４６－ ４． １９９８年，４９－５０ぺ
　一ジ参照 。
６）　とくに米国のぱあい，科学技術資源の投入が著しかった。１９８８年米国だけで軍事研究開発に，４３０億
　　ドルを投入した。これは，次の表一１が示すように先進資本主義国９カ国をあわせた額の４倍以上で
　あ った 。
（８８０）
■　　ｕ　　　　　　　　■　　　　■■　　　　　　　　　　　■　　　１　　’一
国 別 研究開発支出総額１うち軍事研究開発分 研究開発支出額の１非軍事研究開発支出
ＧＤＰ比（％） １額のＧＤＰ比（％）
米 国 １３３ ．７ ４３ ．Ｏ ２． ７ １． ９
日 本 ４７ ．Ｏ ０． ４ ２． ６ ２． ６
西 ド　イ ツ ２４ ．６ １． １ ２． ８ ２． ７
フ ラ　　ン ス １７ ．５ ３． ９ ２． ３ １． ８
英 国 １７ ．０ ３． ３ ２． ２ １． ８
イ タ　リ 一 ９． １ ０． ６ １． ２ １． １
カ ナ ダ ６． ４ ０． ３ １． ４ １． ３
オ ラ　　ン ダ ４． ３ Ｏ． １ ２． ３ ２． ２
スウェー デン ３． ６ Ｏ． ４ ２． ９ ２． ６
ス イ ス ３． ２ ０． １ ２． ９ ２． ９
米国を除く９ヶ国計 １３２ ．９ １０ ．２ ２． ３ ２． １
米国の軍民統合戦略と経済覇権の回復（藤岡）　　　　　　　　　　　　 １８１
表一１研究開発支出額の国別比較，１９８８年
　　　　　　　　　　　（ＯＥＣＤの購買力評価で換算。単位 ：１０億ドル）
　（出所）Ｊｏｈｎ　Ａ・Ａ１ｉｃ，ｅｔ　ａｌ，肋ツｏ〃助〃城；〃〃ｏび伽３Ｃｏ刎〃肌〃乃６加ｏＺｏｇ｛３５ 加ｏ　Ｃん舳９加９
　　　　Ｗ０７Ｚ６．１９９２．Ｐ．８９
７）この戦略の優れた分析は，丸山浩行『核戦争計画一米ソ戦の研究なしに平和は語れない』１９８５年
，
　　亜紀書房 。
８）Ｓｔ・ｐｈ・・１・Ｓ・ｈｗ・施（・ｄ・ ）， ん・刎１・〃か伽Ｃ・舳・〃・鮒。伽伽〆ひ８Ｗ。。１伽ヅ Ｗ；吻。刀、
　　舳６３１９４０，Ｂｒｏｏｋｍｇｓ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔ１ｏｎ　Ｐｒｅｓｓ，１９９８ ，藤岡惇「米国の核爆弾産業はいかに構築されたか」
　　『立命館経済学』４７－２ ・３ ・４ ．１９９９年 。
９）詳細は，Ａｍ　Ｍａｒｋｕｓｅｎ　ｅｔ　ａ１，Ｄゐ伽〃伽ｇ伽Ｃｏ〃Ｗか亙６０〃ｏ刎ｙ１９９２，ｐ．２０ ・２７ ・１３２を参照 。
１０）１９９７年に世界各国は，宇宙分野に総額３６８．２億ドルを支出した。そのうち７２ ．０％にあたる２６５ ．Ｏ億ド
　　ルは，米国が支出したものであ った。欧州諸国は！５％，日本は６％，その他の国は７％負担した 。
　　１９９４年度の宇宙産業の販売高の軍需と民需の比率をみてみよう
。
米　　　国
欧州諸国
日　　　本
販売高
億ドル
２８４ ．８１
３５ ．６８
１７ ．９５
内　　訳　　比　　％
軍需１政府の民需１商業部門
４７　　　　　　　４６　　　　　　　７
９　　　　　　　５７　　　　　　３４
５　　　　　　　５３　　　　　　４２
　　　米国は，軍需の割合がなお４７％を占めるのにたいして，欧州 ・日本のばあいは，１桁台である 。軍
　　事面での宇宙利用の分野では米国が圧倒的に優勢であることがわかる。これにたいして欧州は，ロケ
　　 ット打ち上げ分野の健闘のおかげで，商業部門への販売が１２．１億ドル（そのうち４４％が外国への輸出）
　　 と米国の実績（！９．９億ドル）に近い地歩を築いているが，全体的劣勢は覆うべくもない。詳細は，Ｇ
　　Ｈａｓｋｅ１１ｅｔ　ａ１（ｅｄｓ），Ｎ６吻 助〃３ 〃ｏｒ加な，１９９８，ＫｕＩ皿ｅｒ　Ａｃａｄｅｍｌｃ　Ｐｕｂ１ｌｓｈｅｒ，ｐｐ２７－２８ ，１１８－１１９
　　関連して，Ｂｏｂ　Ｐｒｅｓｔｏｎ，ＰＺｏ伽加欄伽６Ｐ伽３グなん３ 〃〃ｏびび５６ げＣ〃Ｚ助〃３．１９９５も参照 。
１１）Ｐ・・１ＢＳｔ・… ，伽舳・６Ｎ肋・舳１８・舳似１９８７，Ｂ…ｋｍｇ・１・・ｔ１ｔ・ｔ１・・，Ｐ１８７
１２）宇宙での核爆発で情報管制通信網が，容易に破壊されてしまう危険については，Ｐａｕｌ　Ｂ．Ｓｔａｒｅｓ ，
　　助〃６”〃４ハ伽〃ｏ舳１８６６脈ゴ似１９８７，ｐｐ．７４－７５；Ｄａｖｉｄ　Ｂｅ１１ｉｎ　ｅｔ　ａ１，Ｃｏ刎〃〃６硲加Ｂｏ〃Ｚピ Ｗ〃
　　丁加ツＷ；ｏｒ是９．１９８７，ｐｐ．１３７－１４７；Ｃｒｏｃｋｅｔｔ　Ｌ．Ｇｒａｂｂ１ｅ，助〃３ Ｗ；６ゆｏ郷伽ゴ〃３８Ｄム１９９１，ｐｐ
　　６９－７０，　１８５ －１８６
１３）　Ｐａｕｌ　Ｂ．Ｓｔａｒｅｓ，助〃６０〃４１Ｖｏ〃ｏ刀〃８３６〃ブゴ妙，１９８７，ｐｐ．１８７－１９９
１４）　Ｊｏｈｎ　Ａ・Ａ１ｉｃ　ｅｔ　ａ１・Ｂ〃ｏ〃ゴ助加倣ｊ〃〃伽び伽ゴＣｏ刎刎脈６わＺ乃６加ｏｌｏｇツ加 ｏ　Ｃん伽９加９
　　Ｗ；ｏブ以１９９２，ｃｈａｐ．５；Ａｍ　Ｍａｒｋｕｓｅｎ　ｅｔ　ａ１，Ｄあ伽〃伽ｇ伽Ｃｏ〃Ｗ；ｏｒ　Ｅ６０〃ｏ刎ツ，１９９２，ｐｐ
　　７ユー７４； 藤岡惇「核冷戦は米国地域経済をどう変えたか」『立命館経済学』４５－５ ．１９９７年
。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８１）
１８２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第５号）
１５）　Ｊｏｈｎ　Ａ．Ａｌｉｃ　ｅｔ　ａｌ，Ｂりｏ〃助加倣ｊ〃〃伽び伽”Ｃｏ刎刎〃６加Ｚ　Ｔ３６加ｏＺｏｇツ加” Ｃん伽９加９
　　Ｗ；ｏ〃， １９９２，ｐｐ．１７９－２６６； 藤岡惇「米国における冷戦経済の形成」『立命館経済学』４６－４ ．１９９８年 ，
　　 ｐ． ５９； 藤岡惇「冷戦期米国における航空宇宙 一通信 一電子複合体の展開（１）」『立命館経済学』４７－５ ．
　　１９９９年，１３１－１３２ぺ一ジなどを参照
１６）冷戦期の米ソの偵察衛星などは，寿命は１年あればいいほうで，３ヵ月程度の衛星も少なくなか っ
　　た。とくにソ連のばあいは偵察のターゲ ットを絞り ，寿命は３日か４日あれば十分という「使い捨て
　　カメラ」のような偵察衛星も頻繁にうちあげられたという 。詳細は，中野不二男『日本の宇宙開発』
　　 １９９９年，文春新書，１１７ぺ一ジ；ガブリエル中森『武装する世界』１９９９年，毎日新聞社，４８ぺ一ジ 。
１７）　このあたりの事情は，村山裕三『アメリカの経済安全保障戦略』１９９６年，ＰＨＰ研究所，第１章 ；関
　　下稔氏の一連の論文（関下稔『日米経済摩擦の新展開』１９８９年，大月書店，第４章 ；関下稔 ・森岡孝
　　二編『世界秩序とグローバルエコノミー』１９９２年，青木書店，３４－３９ぺ一ジ； 朝日稔「ポスト冷戦期
　　アメリカの競争力強化策」杉本昭七編著『現代世界経済の転換と融合』１９９４年，同文館，など）を参
　　照 。
１８）彼らハークレー経済円卓会議の政綱は，Ｗａｙｎｅ　Ｓａｎｄｈｏｌｔｚ　ｅｔ　ａ１，ｎ３Ｈ妙〃８吻肱丁加Ｅ６０・・ 一
　　舳・ ハ・舳４肋・郷 加・ 伽１Ｖ；・切８・鮒〃恥〃舳，１９９２
１９）　Ｊｏｈｎ　Ａ．Ａｌｉｃ　ｅｔ　ａ１，Ｂ〃ｏ〃助加岨ｊ〃’〃伽び”刀４Ｃｏ〃刎〃６加Ｚ乃６加ｏＺｏ馴伽ｏ　Ｃん伽９加９
　　ＷｏブＺ４．　１９９２
２０）カンスラーの出色の軍需産業論は ，Ｊａｃｑｕｅｓ　Ｓ　Ｇａｎｓ１ｅｒ，Ａ加〃昭・Ｄ批脳，１９８９また政府入り直
　　前に書きあげた軍需産業の改革案として ，Ｊａｃｑｕｅｓ　Ｇａｎｓ１ｅｒ，Ｄ批鮒Ｃｏ舳附舳丁閉助舳舳９肋６
　　Ａ榊伽ＺげＤ３刎０６ｍ似１９９５がある 。
２１）アンソニー・ レイク大統領補佐官による「拡張戦略」の解説は，阿南東也『ポスト冷戦のアメリカ
　　政治外交』１９９９年，２４５－２５６ぺ一ジ。また新原昭治『アメリカの戦略は世界をどう描くか』１９９７年 ，
　　新日本出版社，１２６－１３０ぺ一ジも参照 。
２２）毎日新聞社会部『ウサギの耳とハトの夢　日本の核と情報戦略』１９９５年，リベルタ出版，２０１ぺ一
　　ジ； 『日本経済新聞』１９９６年１１月２３日付け記事
２３）　Ｇ　Ｈａｓｋｅｌ１ｅｔ　ａ１（ｅｄｓ），Ｎ３ｚり 助〃３ 〃〃加な，１９９８，Ｋ１ｕｍｅｒ　Ａｃａｄｅｍ１ｃ　Ｐｕｂ１１ｓｈｅｒ　ｐ２５
２４）篠崎彰彦「膚報革命の構図』１９９９年，東洋経済，６８ぺ一ジ 。
２５）『日本経済新聞』９７年１月１日付き記事。またシステム統合関連の軍需企業群が，民需企業における
　　ＣＡＬＳ（生産 ・調達 ・運用支援統合情報システム）構築の方向に転換し，ワシントン特別区地域を「ネ
　　　ットプレックス」と呼ばれる情報産業拠点に変えていることについては，小林和代「ワシントン，情
　　報産業拠点にも」『日本経済新聞』１９９５年１２月２８日付け，参照 。
２６）軍民転換という政権初期の「理想」が後景に退き ，両用分野に重点が移った経緯は，Ｇｒｅｇ　Ｂ１ｓｃｈａｋ
　　Ｕ　Ｓ　Ｃｏｎｖｅｒｓ１ｏｎ　ａｆｔｅｒ　ｔｈｅ　Ｃｏｌｄ　Ｗａｒ，１９９０－１９９７．１９９７，Ｂｏｍ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａｌ　Ｃｅｎｔｅｒ　ｆｏｒ　Ｃｏｎｖｅｒｓ１ｏｎ
　　Ｂ７６ゲｇ，ＰＰ．６ －９
２７）　ＤＯＤ，Ｄ伽Ｚび５３ Ｔと６ん〃ｏＺｏｇツ ｊ　Ａ　Ｄ吹郷３ ８伽〃昭ツ加７Ａ伽〃肋如，工伽〃〃＆厄４９３ 乃６ん刀ｏＺｏ醐，
　　１９９５，Ｐ．９
２８）政権上層部の問題意識は，Ｎａｔ１ｏｎａｌ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｃｏｍｃ１１Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｓｅｃｍｔｙ　Ｃｏｕｎｃ１ｌ，Ｏ舶ｃｅ　ｏｆ　Ｓｃ１ｅｎ－
　　 ｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙという３機関の共同報告書　　８６．ｏ〃〃ｏ１〉；ｏ肋 ル鮒ブ〃。昭Ａ舳附泌〃〃”び
　　Ａ加伽勿ｇ〃伽ｏ〃幼Ｄ伽ムび５３ 乃６加ｏＺｏ醐，１９９５に鮮かに表明されている 。ＤＯＤ，Ｄ伽Ｚび５６ 乃６ん一
　　　〃ｏＺｏｇｙ　Ａ　Ｄ批郷３ ８脈〃６ｇｙ加ｒ　Ａ伽〃肋Ｚ６，Ｌ６０４閉牙Ｅ４９６ Ｔと６ん〃ｏＺｏ８ツ，１９９５ ，Ｇａｎｓ１ｅｒ　Ｄ批郷３
　　　Ｃｏ舳肌５ゴｏ〃，１９９５，ｐｐ．１２３一；ＤＯＤ，１９９６Ａ舳伽Ｚ　Ｒ砂ｏｒ“ｏ 〃３ Ｐ“５ゴゐ〃伽６Ｃｏ〃馴郷，ｐｐ．７１－７２ ，
　　 １１３－１１５なとも参照
。， ８０年代の前史的な動きは，村山裕三，則掲書，６４－７０ぺ一ジ。西川純子編『冷
　　戦後のアメリカ軍需産業』１９９７年，日本経済評論社，１８３－１９１ぺ一ジも参照 。
２９）実情の内幕は，Ａｍ　Ｍａｒｋｕｓｅｎ　Ｔｈｅ　Ｐｏｓ←Ｃｏ１ｄ　Ｗａｒ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｄｅｆｅｎｓｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ，閉Ｅｆｒａｍ　Ｉｎｂａｒ
　　 ｅｔ　ａ１（ｅｄｓ），Ｔｈｅ　Ｐｏ１１ｔ１ｃｓ　ａｎｄ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｏｆ　Ｄｅｆｅｎｓｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ｅｓ，１９９８，ｐｐ５９－６７商業技術への依存の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８２）
　　　　　　　　　　　　　米国の軍民統合戦略と経済覇権の回復（藤岡）　　　　　　　　　　　　１８３
　　上昇とその問題点の指摘は，江畑謙介『インフォメーシ ョン ・ウォー』１９９７年，東洋経済，１７ －１８ ，
　　３２ ・３５ ・１５１ぺ一ジ
３０）Ａ伽〃ｏ〃 Ｗ；肋留助舳乃６ん〃ｏＺｏ馴，Ａｕｇ．５．１９９６，ｐ．５１．その優れた予見は，岩城博司『現代世界
　　体制と資本蓄積』１９８９年，東洋経済 。
３１）実用化のためには，高出力のエネルギー源を宇宙に配置しなくてはならない。今のところ，原子炉
　　の衛星搭載が，唯一の答えであり ，開発が進められている 。詳細は，Ｋａｒｌ　Ｇｒｏｓｓｍａｎ，Ｔ１加Ｗブｏ昭
　　８¢〃　丁加助ｏｃ６ 〃ｏｇｍ舳きＮ〃６Ｚ６〃丁加６０りｏ ０〃Ｐ加〃〃，１９９７，ｐｐ１０３－１０６ ，Ｋａｒ１Ｇｒｏｓｓｍａｎ，
　　Ｔｈｅ　Ｐｈａｎｔｏｍ　Ｍｅｎａｃｅ，服肋１ Ｍａｙ／Ｊｕｎｅ１９９９，ＰＰ１７－１９ ，Ｊｏｈｎ　Ｍ　Ｃｏ１１ｍｓ，〃〃伽び助舳ハｏ咋
　　伽　〃６Ｎ刎５０篶舳，１９８９ ，Ｊｏｈｎ　Ｐ１ｋｅ， Ａｍｅｒｌｃａｎ　Ｃｏｎ位ｏｌ　ｏｆ　Ｏｕｔｅｒ　Ｓｐａｃｅ　ｍ　ｔｈｅ　Ｔｈ１ｒｄ　Ｍ１１１ｅ
　　ｎ１ｕｍ，Ｆｅｄｅｒａｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｓｃ１ｅｎｔ１ｓｔ，８〃６６ 戸ｏ伽ツ〃ｏソ〃，詳細はｈｔｔｐ　ｗｗｗ　ｆａｓ　ｏｒｇ／ ｓｐｐ／
　　 ｅｐｒｉｎｔ／ ｓｐａｃｅ９８１１．ｈｔｍを参照 。
３２）現在のところ，この戦略の重点移行は，「核の傘」を残したまま進んでいる。しかし「情報の傘」派
　　のなかから，核兵器がないほうが，宇宙における核爆発の心配がなくなり ，「情報の傘」が有効に機
　　能するので好都合だと考える分派が生まれて来るのは必然である 。たとえば１９９１年の湾岸戦争の多国
　　籍空軍の司令官，１９９２－９４年に宇宙軍司令官を務めたチャールズ ・ホーナー将軍は，「将軍たちの反核
　　声明」に賛同した。ただし彼は，敵が宇宙空間に進出するのを阻止するミサイル迎撃体制をまず完成
　　させることを強調する。「情報の傘」の破壊者を無力化する体制をつくったうえでの「核の廃絶論」
　　である。ナイとともに「情報の傘」戦略への移行を主導したウイリアム ・オーウェンズ提督のスタン
　　 スも ，これに近いものであろう 。ただし彼のはあい，「将軍たちの核兵器廃絶声明」の賛同者から最
　　後の段階で脱落した 。Ｊｏｎａｔｈａｎ　Ｓｃｈｅ１１，丁加Ｇ戸げ乃肋，１９９８［ジョ ナサン　シエル『核のホタン
　　に手をかけた男たち』１９９８年，大月書店，５４－５５ぺ一ジ１ ；『朝日新聞』９７年８月６日付け記事 。
３３）ジ ョセフ ・ナイ ，ウイリアム ・オーウェンズ「情報革命と新安全保障秩序」『中央公論』１９９６年５月
　　号，３５２－３６７ぺ一ジ 。
３４）ｒ情報」には，２つの種類がある。生の一次情報のことをｒインフォメーション」という 。この生情
　　報を（工）区分（グルーピング）し，酬憂先順位を評価し，　全体システムないし戦略のなかに的確に位置
　　付けた結果，生まれる二次情報のことを「インテリジェンス」という 。戦勝と支配のために，経済的
　　利得のために有用なのは，インテリジェンスとしての情報である。藤原肇『インテリジェンス戦争の
　　時代一情報革命への挑戦』１９９１年，山手書房新杜，２－９ぺ一ジ； 松村昌広『日米同盟と軍事技術』
　　１９９９年，勤草書房，４３ ・５０ぺ一ジ参照 。
３５）１９５２年に設置された国家安全保障庁（ＮＳＡ）は，中央情報局（ＣＩＡ）を人員 ・予算の規模で１０倍以上も
　　上まわってきた巨大なスパイ機関である 。その詳細は，ジェイムズ ・バムフォード（滝沢一郎訳）『パ
　　 スル　パレス　　超スパイ機関ＮＳＡの全貌』１９８２（邦訳版１９８６年），早川書房，参昭。このほかに空
　　軍とＣＩＡとが共同で設立し，スパイ衡星を運用 ・管理する国家諜報局（ＮＲＯ）がある 。ＮＲＯの９９年
　　度の予算規模は６８億ドルで，ＣＩＡ予算の３倍近い額である 。
３６）Ｄａｖｉｄ　Ｒｕｐｐｅ，ＡＢＣ　Ｎｅｗｓ　ｏｎ　Ｍｅｎｗｉｔｈ　Ｈｉ１ｌ　Ｕ．Ｓ．Ｓｐｙ　Ｂａｓｅ，ＧＺｏ６０１ル肋ｏブ是ｏｇ〃鮒Ｗ；３功ｏ狐
　　０”Ｍ６Ｚ３〃伽”ｏパ〃助０６６ ル伽肋明Ｊｕ１ｙ２０．１９９９；ジェイムズ ・バムフォード，前掲訳書 ，
　　２２８－２３３ぺ一ジ 。
３７）　Ｕ　Ｓ　Ｄｅｐｔ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｅｒｃｅ，丁加Ｅ閉３卿〃ｇ　Ｄｚｇ吻Ｚ　Ｅ６０〃ｏ刎ツ皿１９９９，ｈｔｔｐ　／／ｗｗｗ　ｅｃｏｍｍｅｒｃｅ
　　ｇｏｖ／その第１部たる米国商務省（室田泰弘訳）『デジタル ・エコノミー』１９９９年，東洋経済も参照 。
３８）このようなデジタル経済への移行は，今のところ，米国には雇用増，日本に失業増という影響をも
　　たらしている 。日本の経済白書（９９年版）の分析によると ，１９９０－９７年で情報化機器が雇用に置き換わ
　　 ったのは日本１９４万人，米国２４８万人であった。他方，情報化の雇用創出効果は日本１７２万人，米国５８８
　　万人であ った。差し引きで日本はマイナス２２万人，米国はプラス３４０万人と明暗を分けたという 。
３９）　ＧＺｏ加Ｚ　ｌＶ；勿吻ｏｒ是ｏｇ〃郷¢Ｗ；６砂ｏ郷舳３Ｎ肌Ｚ６〃Ｐｏ吻ぴ加助〃６１Ｖ；６伽Ｚ６〃６汽Ａｕｇ．２４．１９９９
４０）たとえはＲｏｂｅｒｔ　Ｗｅｂｂ　ｅｔ　ａ１，Ｔｈｅ　Ｃｏｍｍｅｒｃ１ａ１ａｎｄ　Ｍ１１１ｔａｒｙ　Ｓａｔｅｌ１１ｔｅ　Ｓｕｒｖ１ｖａｂ１１１ｔｙ　Ｃｒｌｓ１ｓ，Ｄ批舳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８３）
１８４　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第５号）
　　〃”〃ｏ〃伽，Ａｕｇ　１９９５，ｐｐ２１－２５ ，
４１）江畑謙介「膚報テロ』１９９８年，１４０－１４２ぺ一ジ 。
４２）ディビッド ・コ ーテン『グローバリズムという怪物』１９９６年，シュプリンガー東京
４３）サミュエル ・ハンチントンｒ孤独な超大国」『論座』１９９９年６月号，１３７ぺ一ジ 。
（８８４）
